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１. 17年 9月中間期の連結業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 9月30日）
(1)連結経営成績 （注）百万円未満の金額は、四捨五入して表示している。

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 9月中間期 718,458 9.0 47,459 △ 13.9 47,244 △ 14.6
16年 9月中間期 659,274 12.5 55,109 143.0 55,325 207.1
17年 3月期 1,377,697 115,809 112,876

中間（当期）純利益 １株当たり
中間（当期）純利益

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)純利益

百万円 ％ 円　　　銭　 円　　　銭　

17年 9月中間期 25,413 △ 5.5 18 15 - -
16年 9月中間期 26,889 161.5 19 20 - -
17年 3月期 56,454 40 16 - -
(注) ①持分法投資損益    17年 9月中間期　658百万円   16年 9月中間期　1,249百万円　　17年 3月期　2,617百万円

     ②期中平均株式数（連結）　17年 9月中間期 1,400,259,042株　16年 9月中間期 1,400,805,235株　17年 3月期　1,400,671,469株

     ③会計処理の方法の変更　　 有

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
総　　資　　産 株  主  資　本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　　銭　

17年 9月中間期 1,304,508 542,064 41.6 387 16
16年 9月中間期 1,257,904 480,796 38.2 343 25
17年 3月期 1,270,057 511,726 40.3 365 43
(注) 期末発行済株式数（連結）　17年 9月中間期 1,400,114,847株　16年 9月中間期 1,400,711,287株　17年 3月期　1,400,356,106株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　末　残　高
百万円 百万円 百万円 百万円

17年 9月中間期 33,153 △ 27,473 △ 13,680 60,759
16年 9月中間期 32,713 △ 29,556 △ 19,137 56,535
17年 3月期         98,299 △ 62,845 △ 39,557 68,456

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数 105 社   持分法適用非連結子会社数 27 社   持分法適用関連会社数 26 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規） 1 社  （除外） 2 社   持分法（新規） 3 社   （除外） 3 社

２. 18年 3月期の連結業績予想（ 平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日 ）
　 売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 1,500,000 103,000 59,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  42 円 14 銭

　※　上記予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提や見通し、計画に基づく予想が含まれ
　　　ております。上記予想と実際の業績の間には、今後の様々な要因によって大きく差異が発生す
　　　る可能性があります。なお、業績予想に関する事項については、添付資料の連13～連18ページ
　　　及び［参考資料］を参照して下さい。
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1.企業集団の状況

　　当社グループは、ケミカルズ、ホームズ、ファーマ、せんい、エレクトロニクス、建材、ライフ＆リビング、サービス・エンジニアリング等の

　８つのセグメントにわたって製品の開発、生産、販売、サービスに至る幅広い事業活動を展開しています。

　　各セグメントにおける主な事業内容と主要な連結子会社は、概ね次のとおりです。

主　な　事　業　内　容 主要な連結子会社

ケミカルズ

モノマー系　　　　：アンモニア、硝酸、カセイソーダ、アクリロニトリル、スチレンモノマー、 旭化成ケミカルズ

　　　　　　　　　　ＭＭＡモノマー、アクリル樹脂、高度化成肥料、アジピン酸　等 山陽石油化学

日本エラストマー

ポリマー系　　　　：ポリエチレン「サンテックＴＭ」、スチレン系樹脂「スタイラックＴＭ－ＡＳ」、 旭化成テクノプラス

　　　　　　　　　　「スタイラックＴＭ－ＡＢＳ」、合成ゴム、ポリアセタール樹脂「テナックＴＭ」、 旭化成新港基地

　　　　　　　　　　変性ＰＰＥ樹脂「ザイロンＴＭ」、ナイロン６６樹脂・繊維「レオナＴＭ」　等 東西石油化学

ｱｻﾋｹﾐｶﾙｲﾝﾀｰﾐﾃﾞｨｴｲﾂ

高付加価値系　　　：塗料原料、ラテックス、医薬・食品用添加剤「セオラス ＴＭ」、 ｱｻﾋｶｾｲﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽ（ｱﾒﾘｶ）

　　　　　　　　　　火薬類、金属加工品、感光性樹脂・製版システム「ＡＰＲ ＴＭ」、 ＡＫ＆Ｎ（ＵＫ）

　　　　　　　　　　高分子中空糸膜「マイクローザＴＭ－ＵＦ」、「マイクローザＴＭ－ＭＦ」、 ｱｻﾋｶｾｲﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ

　　　　　　　　　　微多孔膜「ハイポアＴＭ」、イオン交換膜電解装置　等 他17社

ホームズ

「ヘーベルハウスＴＭ」、「ヘーベルメゾンＴＭ」、マンション事業、リフォーム事業、 旭化成ホームズ

不動産流通事業、都市開発事業、住宅ローンの貸付等の金融事業　等 旭化成住工

旭化成モーゲージ

旭化成リフォーム

旭化成不動産 他16社

ファーマ

医薬品（「エルシトニンＴＭ」、「ブレディニンＴＭ」、「フリバスＴＭ」、「トレドミンＴＭ」等）、 旭化成ファーマ

医薬品原料、機能性食品素材、飼料添加物、診断薬、診断薬用酵素、人工腎臓「ＡＰＳ ＴＭ」、 旭化成メディカル

「セパセルＴＭ」、「セルソーバＴＭ」、「プラノバＴＭ」、コンタクトレンズ　等 旭化成Ｎ＆Ｐ

旭化成アイミー

せんい

ポリウレタン弾性繊維「ロイカＴＭ｣、 旭化成せんい

スパンボンド「エルタスＴＭ」・人工皮革「ラムースＴＭ」等の不織布、 旭化成商事サービス※

セルロース繊維「ベンベルグＴＭ」、ポリエステル長繊維　等 旭陽産業

杭州旭化成アンロン

タイ旭化成スパンデックス

杭州旭化成紡織

旭化成香港 他14社

エレクトロニクス

感光性ポリイミド樹脂「パイメルＴＭ」、感光性ドライフィルムレジスト「サンフォートＴＭ」、 旭化成エレクトロニクス

ＬＳＩ、ホール素子、プリント基板用ガラス長繊維織物　等 旭化成マイクロシステム

旭化成電子

旭シュエーベル

　　 旭シュエーベル(台湾)

　　 旭化成電子材料(蘇州) 他2社
　　

建材

軽量気泡コンクリート（「ヘーベルＴＭ」等）、パイル、高機能断熱材「ネオマＴＭフォーム」、人工魚礁　等 旭化成建材 他8社

ライフ＆リビング

「サランラップＴＭ」、「ジップロックＴＭ」、各種フィルム・シート、発泡体　等 旭化成ライフ＆リビング

旭化成パックス

サランラップ販売 他1社

サービス・エンジニアリング等

プラントエンジニアリング、環境エンジニアリング、各種リサーチ・情報提供事業　等 旭化成エンジニアリング

旭リサーチセンター

旭ファイナンス

　　 旭化成環境事業

向陽鉄工 他10社

※旭化成商事サービス他一部の連結子会社の事業内容は複数のセグメントに跨っています。
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 以上に述べた事項の概要図は次のとおりです。 （会社名の符号 無印：連結子会社 ※：持分法適用会社） 

 

“石油化学製品、化学品等の製造  

・加工・販売等”  

旭化成ケミカルズ㈱ 

山陽石油化学㈱ 

日本エラストマー㈱ 

旭化成テクノプラス㈱ 

旭化成新港基地㈱ 

旭化成商事サービス㈱ 

東西石油化学㈱ 

アサヒケミカルインター 

ミディエイツInc． 

アサヒカセイプラスチックス 

（アメリカ）Inc. 

ＡＫ＆Ｎ（ＵＫ）Ltd． 

アサヒカセイプラスチックス 

シンガポール Pte.Ltd． 

※ ＰＳジャパン㈱ 

※ 旭化成ワッカーシリコーン㈱ 

※ 岡山化成㈱ 

※ 旭有機材工業㈱ 

※ 杜邦―旭化成ポリアセタール 

(張家港)有限公司 他 

ケミカルズ 62 社 

 

“「へーベルハウスＴＭ」等の設計・ 

管理・請負・マンション販売等” 

旭化成ホームズ㈱ 他 

“リフォーム事業・不動産流通事  

業等”あ 

旭化成不動産㈱ 

旭化成リフォーム㈱ 他 

“「へーベルハウスＴＭ」等躯体鉄 

骨製造”あ 

旭化成住工㈱ 

“住宅ローンの貸付等” 

旭化成モーゲージ㈱ 

 

“医薬品・医薬原料等の製造・  

販売” 

旭化成ファーマ㈱ 

旭化成Ｎ＆Ｐ㈱ 他 

“医療機器等の製造・販売等”あ

旭化成メディカル㈱ 

旭化成アイミー㈱ 他 

ホームズ 22 社 

ファーマ 11 社 

 

“ＡＬＣ（軽量気泡コンク  

リート）・断熱材等の製造・  

販売”  

旭化成建材㈱ 他 

建材 12 社 

 

“合成繊維、不織布、再生繊維等  

の製造・加工・販売等” 

旭化成せんい㈱あ 

旭化成商事サービス㈱ 

旭陽産業㈱ 

杭州旭化成アンロン有限公司 

杭州旭化成紡織有限公司 

旭化成香港有限公司 

タイ旭化成スパンデックス 

Co.,Ltd. 他 

せんい 37 社 

 

“電子材料等の製造・加工・販売”

旭化成エレクトロニクス㈱ 

旭シュエーベル㈱ 

旭シュエーベル（台湾）Co.,Ltd.  

旭化成電子材料（蘇州）有限公司 他

“電子部品等の製造・販売”  

旭化成マイクロシステム㈱ 

旭化成電子㈱ 他 

エレクトロニクス 16 社 

 

“各種樹脂加工製品等の製造・  

加工・販売”  

旭化成ライフ＆リビング㈱ 

サランラップ販売㈱ 

旭化成パックス㈱ 他 

ライフ＆リビング 9 社 

 

 

“エンジニアリング、情報システム、

その他サービスの提供等”  

旭化成エンジニアリング㈱ 

向陽鉄工㈱ 

旭ファイナンス㈱ 

旭化成環境事業㈱ 

※ 旭化成情報システム㈱ 他 

“商社”  

旭化成商事サービス㈱ 他 

サービス・ 

エンジニアリング等 31 社 

 

なお、一部の会社は複数のセグ

メントに跨っています。 

旭化成㈱ 
 
各社に土地等の賃貸、

その他各種サービスの

提供を行っている。 
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２．経営方針２．経営方針２．経営方針２．経営方針    

 

（１）経営の基本方針（１）経営の基本方針（１）経営の基本方針（１）経営の基本方針    

  当社グループでは、「科学と英知による絶えざる革新で、人々の『いのち』と『くらし』

に貢献する」というグループ理念に則り、“お客様の視点による新たな価値の創造”、“社

員の個とチームワークの尊重”、“高収益企業を目指し、株主及びかかわりある人びとへ

の貢献”、“地球環境との調和、安全の確保”、“企業倫理の遵守”の５項目をグループ経

営方針に掲げ、２００３年１０月からの「分社・持株会社制」のもと、常に新しい顧客

に新しい価値を提供できる高収益事業からなる「選び抜かれた多角化」企業グループへ

と飛躍を図ることを目指しています。 

 

（２）目標とする経営指標（２）目標とする経営指標（２）目標とする経営指標（２）目標とする経営指標    

  当社グループでは、中期経営計画「ISHIN－０５」のなかで、企業としての本来の事

業活動の成果を示す「営業利益」を主要な経営指標と位置付けていますが、これに加え、

内部の業績管理指標として「EVA（経済付加価値）」「キャッシュ・フロー」などを、ま

た、財務体質強化の観点からは「D／E レシオ」（２００５年度０．７以下）、資本効率

指標として「ROE」（２００５年度１０％以上）を、経営指標としています。 

 

（３）利益配分に関する基本方針（３）利益配分に関する基本方針（３）利益配分に関する基本方針（３）利益配分に関する基本方針    

  当社は、連結業績をベースとして、将来の収益を向上させるための内部留保を図りつ

つ、長期的かつ安定的な配当を実施することを基本方針としています。この方針のもと、

業績の状況も踏まえ、当中間期の中間配当は前中間期の中間配当より１円増配し、１株

につき５円とさせていただきます。 

 

（４）中長期的な経営戦略と対処すべき課題（４）中長期的な経営戦略と対処すべき課題（４）中長期的な経営戦略と対処すべき課題（４）中長期的な経営戦略と対処すべき課題    

当社グループは、２００３年４月にスタートした３ヶ年の中期経営計画「ISHIN－０５」

に従い、キャッシュ・フローと資本効率を重視し、事業の「選択と集中」を加速させ、

高収益型事業ポートフォリオへの転換を目指しています。 

  初年度には「分社・持株会社制」への移行や執行役員制度の導入など経営体制を改革

し、２００４年度には競争優位事業拡大のための投資や不採算事業の整理を実行すると

ともに、新規事業創出機能を強化しました。 

 最終年度である本年度は、中長期的に一層の事業拡大を目指すための、“成長へのギア

チェンジ”を図る年度と位置付け、エレクトロニクス、医療、高機能・高付加価値分野

ならびに競争優位にあるモノマー事業を重点領域として、投資計画を進めています。ま

た、本年８月には、新規事業開発を一層加速させることを目的として、持株会社に新事
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業本部を設置し、テーマ探索から事業化まで一貫して新事業の創出が図れるよう、体制

を強化しました。当社グループでは、今後も事業基盤の強化・拡大に向けて、重点領域   

への戦略投資を実行するとともに、市場を重視した多様な事業領域の融合による新事業

開発を行っていきます。 

 

（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況    

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方）（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

当社グループは、企業価値向上と収益拡大を図るため、絶えず経営全体の迅速性と透

明性を高めていく必要があると考えています。「分社・持株会社制」のもと、事業の執

行権限と責任を明確化する一方、監督機能の強化を図り、コーポレート・ガバナンスの

充実に努めていきます。 

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況）（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況）（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況）（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況）    

①経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織及びその他のコーポレート・ガ①経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織及びその他のコーポレート・ガ①経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織及びその他のコーポレート・ガ①経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織及びその他のコーポレート・ガ

バナンス体制の状況及びその施策の実施状況バナンス体制の状況及びその施策の実施状況バナンス体制の状況及びその施策の実施状況バナンス体制の状況及びその施策の実施状況 

当社グループの経営管理組織は下記のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■取締役会（月１～２回） 

持株会社取締役会は、グループ全体経営に関わる執行状況の監督、グループ基本方

針・経営戦略の承認並びに経営戦略会議提案による重要事項の決定を主要任務とし
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ています。取締役会議長は会長が務めています。 

■経営戦略会議（月２回） 

持株会社及びグループ全体の経営に関する重要事項について審議・決定しています。

決定事項については、出席構成員で審議を尽くした上で議長である社長が決定して

います。 

■経営諮問委員会（年２回） 

グループ経営全般に関する持株会社取締役会の諮問機関として設置し、会長、社長、

社外有識者で構成しています。 

■グループ経営会議（月１回） 

事業会社社長へのグループ重要情報の伝達及び情報交換、並びに事業会社間の調整

事項の協議等を行っています。 

■監査役会（３ヶ月に１回以上） 

監査役４名（うち２名は社外監査役）で構成され、各監査役は監査役会が定めた監

査方針のもと、取締役会への出席、業務状況の調査等を通じ、取締役の職務遂行の

監査を行っています。 

 

当社は、執行役員制度を採用しており、取締役は７名、執行役員は１１名（うち取締

役を兼任する者は６名）となっております。また、監査役制度を採用しており、監査役

４名のうち２名は社外監査役です（２００５年９月３０日現在）。 

当社グループでは、企業市民としての社会的責任（ＣＳＲ）を自覚し、本年４月に、

企業価値を持続的に増大させるために当社社長を委員長とする「ＣＳＲ推進委員会」を設

置し、ＣＳＲ活動の一層の充実を図っています。今後も、地球環境と社会との調和を重視

した事業運営を強化していくとともに、ＣＳＲの観点からの事業活動を進めていきます。 

  

②社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他利害関係の②社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他利害関係の②社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他利害関係の②社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他利害関係の

概要概要概要概要    

現在、当社には社外取締役はおりません。また、２名の社外監査役との人的関係、資

本的関係または取引関係等の面で重要な利害関係はありません。 

 

③コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの③コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの③コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの③コーポレート・ガバナンスの充実に向けた取り組みの実施状況実施状況実施状況実施状況    

取締役会、経営戦略会議、グループ経営会議、監査役会は、ほぼ上記①に記載した頻

度で開催しました。また、経営諮問委員会については、新たな社外有識者を諮問委員と

して受け入れ、１回開催致しました。さらに、本年４月に当社グループの危機管理体制

強化のために、CSR 推進委員会の下に新たに「危機管理委員会」を、本年１０月には、

経営品質向上を目指した内部統制システムの構築のため「内部統制整備プロジェクト」

を設置しました。 
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④内部監査及び監査役監査、会計監査の状況④内部監査及び監査役監査、会計監査の状況④内部監査及び監査役監査、会計監査の状況④内部監査及び監査役監査、会計監査の状況        

内部監査については、社長直轄の組織として「業務監査室」（７名）を設置しており、

当社内部監査基本規定に基づき年次監査計画を立案し当社社長の承認を得たうえで、当

社グループの監査を実施しています。 

監査役監査については、各監査役は監査役会が定めた監査方針のもと、取締役会への

出席、業務状況の調査等を通じ、取締役の職務遂行の監査を行っています。なお、監査

役会の機能充実のため「監査役室」を設置しています。 

会計監査については、当社と商法監査及び証券取引法監査について監査契約を締結し

ている中央青山監査法人が、監査を実施しています。なお、当中間期において監査業務

を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成については以下のとおりで

す。 

・ 監査業務を執行した公認会計士の氏名及び当社に係る継続監査年数 

指定社員 業務執行社員：小林 公司 １０年 

指定社員 業務執行社員：仲澤 孝宏  ５年 

指定社員 業務執行社員：北川 哲雄 １０年 

・ 監査業務に係る補助者の構成 

監査業務に係る補助者の構成は、監査法人の監査計画に基づき決定されています。

具体的には、公認会計士及び会計士補を主たる構成員とし、公認情報システム監

査人等その他の補助者も加えて構成されています。 

 

業務監査室、監査役会、会計監査人の相互連携については、業務監査室、監査役会及

び事業会社等の監査役が、定期的な連絡会等を通じて連携を強化し、当社グループとし

ての法令等の遵守及びリスク管理等に関する内部統制システムの有効性について確認し

ています。また、監査役会が、会計監査人との間で監査計画の確認を行うとともに、中

間期並びに期末に当社及び連結子会社等の監査結果の報告を受けています。 

 

（６）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等（６）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等（６）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等（６）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等    

当社グループでは、適正な株価形成のためには、株式の流動性を高め、多くの投資家

の株式市場への参加が重要であると認識しています。株式の投資単位の引下げについて

は、今後も市場動向や株価動向を勘案するとともに、株主利益の視点も踏まえながら、

慎重に検討していきます。 

 

（７）親会社等に関する事項（７）親会社等に関する事項（７）親会社等に関する事項（７）親会社等に関する事項    

  該当事項はありません。 
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３．経営成績及び財政状態３．経営成績及び財政状態３．経営成績及び財政状態３．経営成績及び財政状態    

 

（１）経営成績（１）経営成績（１）経営成績（１）経営成績    

①①①①    業績全般業績全般業績全般業績全般    

当中間期における我が国経済は、民間設備投資の増加や個人消費の持ち直しなど、景

気の踊り場からの脱却の兆しが見られ、緩やかな回復傾向にありました。しかし、事業

を取り巻く環境は、中国を中心とした世界の原油需要の急増により、原油価格が高止ま

りし、石油化学製品の原料となるナフサなどの原燃料価格が著しく高騰するなど、厳し

い状況で推移しました。 

当社グループの当中間期における連結業績は、海外需要が好調なケミカル事業を中心に

売上を伸ばしたことなどから、売上高は７，１８５億円で、前中間期比５９２億円（９ ．０％）

の増収となり、営業利益は４７５億円で、前中間期比７７億円（１３．９％）の減益と

なりました。なお、当社グループでは、退職給付会計における数理計算上の差異を発生

の翌期に１年間で費用処理する方法を採用しているため、当中間期の営業利益には数理

計算上の差異償却による影響額（以下「数理計算上の差異」と呼びます）の益２４億

円（前中間期は９２億円の益）が含まれています。また、経常利益は４７２億円で、前

中間期比８１億円（１４．６％）の減益となり、中間純利益は２５４億円で、前中間期比１５

億円（５．５％）の減益となりました。 

 

②②②②    セグメント別概況セグメント別概況セグメント別概況セグメント別概況     

当社グループの主要事業別の営業状況について、７つの事業会社に対応した事業セグメン

トに「サービス・エンジニアリング等」を加えた８つのセグメントに区分してご説明します。

なお、前中間期との比較については、本年４月にレオナ繊維事業を旭化成せんい（株）から

旭化成ケミカルズ（株）への移管したことに伴い、当該事業の前中間期の売上高・営業損益

をせんい・セグメントからケミカルズ・セグメントに組み替えたうえで行っています。 

    

＜ケミカルズ＞セグメント・・・ケミカル事業＜ケミカルズ＞セグメント・・・ケミカル事業＜ケミカルズ＞セグメント・・・ケミカル事業＜ケミカルズ＞セグメント・・・ケミカル事業 

ケミカル事業は、売上高は３，１８８億円で、前中間期比４５２億円（１６．５％）

の増収となり、営業利益は２０２億円で、前中間期比１２億円（６．１％）の増益とな

りました。なお、営業利益には数理計算上の差異の益が、当中間期に９億円、前中間期

に２５億円含まれています。 

以下の事業毎の概況につきましては、数理計算上の差異を除いたベースで説明しております。 

 汎用型事業は、ナフサなどの原燃料価格の高騰の影響を受けましたが市況改善に努め、

業績は前中間期並を確保しました。汎用型事業のうち、モノマー系事業は、旺盛な海外

需要を背景にアクリロニトリル、スチレンモノマーが売上を伸ばしましたが、原燃料価
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格の影響を強く受け、業績は前中間期を下回りました。また、ポリマー系事業は、変性

PPE 樹脂「ザイロン™」の海外子会社が好調に推移したことなどにより、業績は前中間

期を上回りました。 

高付加価値系事業は、好調な需要に支えられ、業績は前中間期を上回りました。ケミ

カル事業は、汎用型事業から高付加価値型事業へのポートフォリオの変革を経営方針に

掲げ、積極的に経営資源を投入しています。なかでも、設備能力の増強を進めているリ

チウムイオン二次電池用の微多孔膜「ハイポア™」が販売量を伸ばし、限外ろ過膜・精密

ろ過膜「マイクローザ™」も、設備増強や膜分離活性汚泥法（MBR）の発売等により売上

を伸ばしました。また、イオン交換膜は、中国を中心に販売量が増加しました。 

 

＜ホームズ＞セグメント・・・住宅事業＜ホームズ＞セグメント・・・住宅事業＜ホームズ＞セグメント・・・住宅事業＜ホームズ＞セグメント・・・住宅事業            

住宅事業は、売上高は１，８５３億円で、前中間期比１８１億円（１０．８％）の増

収となりましたが、営業利益は８４億円で、前中間期比７億円（７．２％）の減益とな

りました。なお、営業利益には数理計算上の差異の益が、当中間期に６億円、前中間期

に１６億円含まれています。 

以下の事業毎の概況につきましては、数理計算上の差異を除いたベースで説明しております。 

建築請負事業においては、１戸あたりの単価が上昇したことや新築請負の受注を順調

に引き渡し、売上に結びつけたことから増収になりましたが、建築資材のコストアップ

や施工革新に伴う先行投資の影響により、業績は前中間期を下回りました。また、分

譲事業は、同潤会江戸川アパートメント建替え事業に代表されるマンション建替え事

業を中心に売上を伸ばし、業績は前中間期を上回りました。 

リフォーム事業や不動産事業などの住宅周辺事業は、既存物件のリフレッシュ工事の

増加や堅調な賃貸需要を背景に売上を伸ばし、業績は前中間期を上回りました。 

  なお、本年４月に、世帯間の空間融通性を高め、将来の家庭環境の変化にフレキシブ

ルに対応できる、「ヘーベルハウス™ロングライフ二世帯住宅」を発売しました。また、

本年９月には、低層賃貸住宅の差別化商品として、重層長屋形式の２階建賃貸住宅、「ヘ

ーベルメゾン™コートヴィラ」を発売しました。 

 

＜ファーマ＞セグメント・・・医薬・医療事業＜ファーマ＞セグメント・・・医薬・医療事業＜ファーマ＞セグメント・・・医薬・医療事業＜ファーマ＞セグメント・・・医薬・医療事業    

医薬・医療事業は、売上高は５３６億円で、前中間期比８億円（１．６％）の増収と

なりましたが、営業利益は５６億円で、前中間期比１５億円（２１．０％）の減益とな

りました。なお、営業利益には数理計算上の差異の益が、当中間期に１億円、前中間期

に１１億円含まれています。 

以下の事業毎の概況につきましては、数理計算上の差異を除いたベースで説明しております。 

  医薬・医療事業は、医療費抑制策等の影響を受け厳しい状況が続いています。その中

で、医薬事業は排尿障害治療薬「フリバス™」、抗うつ薬「トレドミン™」が順調に売上を
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伸ばし、業績は前中間期を上回りました。 

  医療事業は、人工腎臓「APS™」の販売数が国内、海外とも堅調に推移し、売上を伸ばし

ましたが、設備増強による償却負担の増加などにより、業績は前中間期を下回りました。 

なお、本年６月には、医薬事業の一層の構造改善推進のため、神島医薬工場（静岡県）

を名古屋医薬工場（愛知県）に統合することを決定しました。また、本年１０月より、

ウィルス除去フィルター「プラノバ™」事業を旭化成ファーマ（株）から旭化成メディカ

ル（株）に移管し、研究開発機能や販売体制の一層の強化を図っています。    

 

＜せんい＞セグメント・・・繊維事業＜せんい＞セグメント・・・繊維事業＜せんい＞セグメント・・・繊維事業＜せんい＞セグメント・・・繊維事業    

繊維事業は、売上高は４３５億円で、前中間期比２１億円（４．６％）の減収となり、

営業利益は２３億円で、前中間期比１９億円（４５．０％）の減益となりました。なお、

営業利益には数理計算上の差異の益が、当中間期に３億円、前中間期に８億円含まれて

います。 

以下の事業毎の概況につきましては、数理計算上の差異を除いたベースで説明しております。 

  ポリウレタン弾性繊維「ロイカ™」は、タイでの製造販売の開始など生産設備の増強を

図り販売量を伸ばしましたが、中国などでの競争激化による販売価格下落の影響を受け、

業績は前中間期を下回りました。 

  裏地などに使われるセルロース繊維「ベンベルグ™」は、海外向けの好調な販売に支え

られ、業績は前中間期を上回りました。 

合繊長繊維不織布「エルタス™」などの不織布事業は、オムツ向けや使い捨てカイロ向

けが好調に推移しましたが、原燃料価格高騰の影響を強く受け、業績は前中間期を下回

りました。 

なお、本年４月には、ポリケトン繊維の事業化に向け「ポリケトン事業推進室」を設

置し、また、新規事業の創出を目指し、「CNB（セルロースニュービジネス）プロジェク

ト」及び「FNB（不織布ニュービジネス）プロジェクト」を発足させました。 

 

＜エレクトロニクス＞セグメント・・・エレクトロニクス事業＜エレクトロニクス＞セグメント・・・エレクトロニクス事業＜エレクトロニクス＞セグメント・・・エレクトロニクス事業＜エレクトロニクス＞セグメント・・・エレクトロニクス事業    

エレクトロニクス事業は、売上高は４８７億円で、前中間期比６億円（１．３％）の

増収となりましたが、営業利益は８４億円で、前中間期比２３億円（２１．６％）の減

益となりました。なお、営業利益には数理計算上の差異の益が、当中間期に０．４億円、

前中間期に５億円含まれています。  

以下の事業毎の概況につきましては、数理計算上の差異を除いたベースで説明しております。 

電子部品事業は、携帯電話・パソコンなどの IT機器や、DVD・HDDレコーダー、デ

ジタルカメラなどのデジタル家電向け製品の需要が堅調に推移しましたが、競合品との

競争激化などにより、業績は前中間期を下回りました。 

電子材料事業は、好調な需要を背景に、大型液晶パネルの製造工程で用いられる防塵
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保護膜ペリクル等が順調に売上を伸ばしましたが、プリント配線基板用ガラスクロスの

市況悪化や、原材料価格の高騰の影響を受け、業績は前中間期を下回りました。 

  なお、本年４月に、ペリクル事業を旭化成電子（株）から旭化成エレクトロニクス（株）

に移管し、また、本年５月には、ペリクルの新系列が宮崎県延岡市で稼動し、より強固

な事業体制を確立しました。 

 

＜建材＞セグメント・・・建材事業＜建材＞セグメント・・・建材事業＜建材＞セグメント・・・建材事業＜建材＞セグメント・・・建材事業 

建材事業は、売上高は２８４億円で、前中間期比１７億円（５．８％）の減収となり

ましたが、営業利益は１８億円で、前中間期比３億円（２２．７％）の増益となりまし

た。なお、営業利益には数理計算上の差異の益が、当中間期に０．４億円、前中間期に

７億円含まれています。 

以下の事業毎の概況につきましては、数理計算上の差異を除いたベースで説明しております。 

建築資材事業は、景気回復に伴う堅調な建築需要を背景に、軽量気泡コンクリート「ヘ

ーベル™」が、設備投資関連物件や大型店舗などの受注から販売量を伸ばし、業績は前中

間期を上回りました。 

住宅資材事業は、木造戸建住宅の着工数が前年を下回る厳しい環境の中で、主力の「ヘ

ーベル™パワーボード」は新規ユーザーの開拓に努めた結果、販売量を伸ばし、業績は前

中間期を上回りました。 

  基礎事業は、既製コンクリートパイルの売上が減少したものの、中小規模建築向けパイルの

「ＥＡＺＥＴ™」や「ＡＴＴコラム™」が順調に売上を伸ばし、業績は前中間期を上回りました。 

断熱材事業は、木造戸建住宅の着工数が低迷するなかで、高機能断熱材「ネオマ™フォ

ーム」の営業活動に努めましたが、原燃料価格の高騰の影響もあり、業績は前中間期を

下回りました。 

 

＜ライフ＆リビング＞セグメント・・・生活製品関連事業＜ライフ＆リビング＞セグメント・・・生活製品関連事業＜ライフ＆リビング＞セグメント・・・生活製品関連事業＜ライフ＆リビング＞セグメント・・・生活製品関連事業 

生活製品関連事業は、大日本インキ化学工業（株）との合弁会社であるサンディック

（株）に二軸延伸ポリスチレン（OPS）シート事業を移管したため、売上高は２６７億

円で、前中間期比３７億円（１２．３％）の減収となりました。また、営業利益は２５

億円で、前中間期比４億円（１３．７％）の減益となりました。なお、営業利益には数

理計算上の差異の益が、当中間期に１億円、前中間期に４億円含まれています。 

以下の事業毎の概況につきましては、数理計算上の差異を除いたベースで説明しております。 

ホームプロダクツ事業は、原燃料価格の高騰の影響はあったものの、「サランラップ™」の

販売量の増加や、「サラン™繊維」の輸出量の増加により、業績は前中間期を上回りました。 

パッケージング事業は、原燃料価格の高騰のなか、固定費の削減に取り組んだものの、

業績は前中間期を下回りました。    

なお、旭化成パックス（株）が製造、販売するバイオマス・生分解性プラスチックコ
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ップ「グリーン・プロマックス™」が、愛知県で開催された「愛・地球博」の会場内の飲

料用コップとして採用されました。 

 

＜サービス・エンジニアリング等＞セグメント＜サービス・エンジニアリング等＞セグメント＜サービス・エンジニアリング等＞セグメント＜サービス・エンジニアリング等＞セグメント    

  サービス・エンジニアリング事業等は、売上高１３４億円で、前中間期比２１億円

（１８．２％）の増収となり、営業利益は１３億円で、前中間期比５億円（５９．０％）

の増益となりました。 

エンジニアリング事業は、国内の医薬関連設備などの引き渡しにより業績は前中間期

を上回りました。また、人材派遣・紹介事業も売上を順調に伸ばし、業績は堅調に推移

しました。 

 

③③③③    経営成績の分析経営成績の分析経営成績の分析経営成績の分析    

＜売上高と営業利益＞＜売上高と営業利益＞＜売上高と営業利益＞＜売上高と営業利益＞    

当中間期の売上高は、７，１８５億円で前中間期比５９２億円（９．０％）の増収とな

りました。海外売上高は、１，７６３億円とケミカル事業を中心に、前中間期比２４３億

円（１６．０％）増加し、連結売上高に占める海外売上高の割合は、２４．５％と前中間期

の２３．１％から１．４ポイント増加しました。国内売上高は、ケミカル事業や住宅事

業が伸長したことなどにより前中間期比３４９億円（６．９％）増加し、５，４２１億

円となりました。 

当中間期の営業利益は４７５億円で前中間期比７７億円（１３．９％）の減益となり

ましたが、減益額には退職給付会計における数理計算上の差異の減益要因として６８億

円（当中間期の数理計算上の差異の益２４億円と前中間期の数理計算上の差異の益９２

億円との差額）が含まれており、売上原価及び販管費に、それぞれ１２億円、５５億円

影響しています。 

当中間期は、ナフサ等の原燃料価格アップによるコスト増加要因や退職給付会計にお

ける数理計算上の差異償却額の減益要因があったことなどから、当中間期の売上原価率

は７５．３％と前中間期比２．８ポイントの悪化となりました。一方、売上高販管費

率は、販管費が３９億円増加したものの、売上の伸び率が上回ったことから、１８．１％

と前中間期比１．０ポイント改善となりました。これらの結果、営業利益は４７５億円

と前中間期比７７億円（１３．９％）の減益となり、売上高営業利益率は、６．６％と

前中間期比１．８ポイント悪化しました。 

 

＜営業外損益と経常利益＞＜営業外損益と経常利益＞＜営業外損益と経常利益＞＜営業外損益と経常利益＞    

当中間期の営業外損益は２億円の損失で、前中間期の２億円の利益から４億円悪化し

ました。金融収支の４億円の改善がありましたが、海外の持分法会社の業績悪化などに

より、持分法投資利益が７億円と前中間期の１２億円から６億円悪化したことなどによ
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るものです。 

この結果、経常利益は４７２億円と、前中間期比８１億円（１４．６％）の減益となりま

した。 

 

＜特別損益＞＜特別損益＞＜特別損益＞＜特別損益＞    

当中間期の特別損益は遊休地の減損損失３８億円や構造改善費用が１２億円などによ

り６６億円の損失となりましたが、海外子会社撤収等により多額の構造改善費用の計上

等があった前中間期に比べて７６億円の損失減少となりました。 

 

＜中間純利益＞＜中間純利益＞＜中間純利益＞＜中間純利益＞    

経常利益の４７２億円に特別損益の損６６億円を減じた結果、当中間期の税金等調整前中

間純利益は４０６億円となりました。ここから税金費用１５１億円（法人税、住民税及び事

業税１６４億円と法人税等調整額の益１３億円の合計額）及び少数株主利益１億円を控除し

た中間純利益は、２５４億円で前中間期比１５億円（５．５％）の減益となりました。 

この結果、１株当たり中間純利益は、１８．１５円となり、前中間期の１９．２０円

から１．０５円悪化しました。 

 

④④④④    通期の見通し通期の見通し通期の見通し通期の見通し    

わが国経済は、企業業績が回復基調を鮮明にするなど、景気動向に明るさが見られます

が、原燃料のインフレ傾向、消費市場でのデフレ継続、など、経営を取り巻く環境は楽観

を許さない状況が続いています。また、米国経済の失速懸念、中国経済の過熱抑制、為替

の変動リスク、原油価格の更なる高騰不安等、不透明な状況は通期においても継続すると

予想しています。 

このような状況のもと、セグメント毎の概況は以下のとおりです。（なお、業績につい

ては数理差異計算上の差異を除いた営業損益について記載しています。） 

  ケミカルズ・セグメントケミカルズ・セグメントケミカルズ・セグメントケミカルズ・セグメントでは、モノマー系事業、ポリマー系事業は、新価格体系への

移行に注力し収益の安定化に努めるとともに、高付加価値系事業は、汎用型から高付加価

値型へポートフォリオを変革するという経営方針の下、積極的に経営資源を投入していま

すが、既増設設備の稼動を高めて販売量を拡大することにより、業績は向上する見通しで

す。ホームズ・セグメントホームズ・セグメントホームズ・セグメントホームズ・セグメントでは、戸建請負事業の事業体質強化を図るとともに、分譲事

業の引き渡しの増加を見込み、業績の向上を予想しています。ファーマ・セグメントファーマ・セグメントファーマ・セグメントファーマ・セグメントで

は、競合品との競争激化による収益環境の悪化は不可避の状況にありますが、新薬の拡販

及び事業体質の改善により、業績は前期並を確保する見通しです。せんい・セグメントせんい・セグメントせんい・セグメントせんい・セグメント

では、主力製品である「ロイカ™」の市況の悪化に加え、引き続き原燃料高騰の影響を受

け、減益の見通しです。エレクトロニクス・セグメントエレクトロニクス・セグメントエレクトロニクス・セグメントエレクトロニクス・セグメントでは、ＬＳＩ等の電子部品の事

業環境の回復及び電子材料の能力増強寄与により、業績は向上する見通しです。建建建建材・材・材・材・



（旭化成株式会社）                            [連結] 
 

 －連 14－ 

セグメントセグメントセグメントセグメントは、不採算事業の撤収効果などにより業績を改善させる見込みです。ライフライフライフライフ

＆リビング・セグメント＆リビング・セグメント＆リビング・セグメント＆リビング・セグメントでは、引き続き原燃料高騰の影響を受けますが、「サランラッ

プ™」、「ジップロック™」などの消費材事業に注力し、業績は前期並を確保する見通しで

す。サービス・エンジニアリング等サービス・エンジニアリング等サービス・エンジニアリング等サービス・エンジニアリング等においては、連結対象会社減少の影響を除き、ほぼ

前期並みの収益を確保する見込みです。 

  以上により、通期の当社グループの業績は、売上高は、ケミカルズ・セグメント、ホ

ームズ・セグメントを中心として増収となり、営業利益については，数理計算上の差異

の減益要因１６２億円（当期の数理計算上の差異の益４０億円と前期の数理計算上の差

異の益２０２億円との差額）を除いたベースで、増益を達成する見込みです。また、当

期純利益に関しても、構造改善費用等の減少により、増益となる見込みです。 

   

２００６年３月期の連結業績予想   （  ）内は２００５年３月期実績 

売上高    １兆５,０００億円    （１兆３,７７７億円） 

営業利益     １,０５０億円      （ １,１５８億円） 

＜数理差異を除くベース １，０１０億円       （９５６億円）＞    

経常利益     １,０３０億円      （ １,１２９億円） 

当期純利益      ５９０億円      （  ５６５億円） 

 

（２）財政状態（２）財政状態（２）財政状態（２）財政状態    

①①①①    資産、負債および資本の状況資産、負債および資本の状況資産、負債および資本の状況資産、負債および資本の状況 

当中間期末の総資産総資産総資産総資産は、対前期比３４５億円（２．７％）増加し、１兆３，０４５億円

となりました。 

流動資産流動資産流動資産流動資産は、ケミカル事業で原燃料高騰の影響や販売量増加があったことなどから受取

手形及び売掛金が７０億円増加し、住宅事業の工事在庫が増加したことなどから棚卸資産

が１１４億円増加した一方で、現金及び預金が７６億円減少したことなどから、対前期比

２１８億円（３．７％）増加し、６，１１５億円となりました。 

固定資産固定資産固定資産固定資産は、減価償却費や除却額が取得額を上回ったことなどから有形固定資産が２１億

円、無形固定資産が２４億円、それぞれ減少した一方で、保有株式の時価評価増加などによ

り、投資有価証券が１８２億円増加したことなどから、対前期比１２７億円（１．９％）増

加し、６，９３０億円となりました。なお、当中間期は、微多孔膜「ハイポア™」製造設備能

力増強、人工腎臓「ＡＰＳ™」製造設備能力増強などの設備投資を実施しました。 

流動負債流動負債流動負債流動負債は、住宅事業などで未払費用が８１億円減少した一方で、ケミカル事業な

どで支払手形及び買掛金が６８億円、住宅事業などで前受金が８４億円増加したこと

などから、対前期比６５億円（１．６％）増加し、４，０９５億円となりました。 

固定負債固定負債固定負債固定負債は、退職給付引当金が１１億円減少したことなどから、対前期比２８億円（０．８％）

減少し、３，４６２億円となりました。 
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有利子負債有利子負債有利子負債有利子負債は、社債の償還が１２０億円あったことなどから、５１億円圧縮し、２,４３７

億円となりました。 

株主資本株主資本株主資本株主資本は、中間純利益が２５４億円となったことなどにより、利益剰余金が１９６億

円増加し、その他有価証券評価差額金が８７億円増加したことなどから、当中間期末の

株主資本は前期末に比べて３０３億円（５．９％）増加し、５,４２１億円となりました。

なお、１株当たり株主資本は、前期より２１．７３円増加し、３８７．１６円となりました。 

この結果、株主資本比率は前期末の４０．３％から４１．６％に向上し、Ｄ／Ｅレシ

オ（有利子負債／資本の部）は、前期の０．４９から０．４５となりました。 

 

②②②②    キャッシュ・フローの状況キャッシュ・フローの状況キャッシュ・フローの状況キャッシュ・フローの状況    

当中間期のフリー・キャッシュ・フローは、営業利益や減価償却費を源泉とした収入およ

び前受金の増加などによる収入が、固定資産の取得、投資有価証券の取得などによる支出を

上回り、５７億円の収入となりました。財務活動によるキャッシュ・フローでは、有利子負

債の削減に伴う支出や配当金の支払いなどにより１３７億円の支出となりました。非連結子

会社の連結化に伴う増加額１億円などもあり、これらの結果、現金及び現金同等物は前期末

に比べて７７億円減少し、当中間期末の残高は６０８億円となりました。 

    

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞    

当中間期は、販売活動が好調であったことおよび原燃料価格高騰の影響などに伴う売

上債権や棚卸資産の増加による支出２０５億円や法人税等の支払１３７億円があった一

方で、税金等調整前中間純利益４０６億円、減価償却費３３５億円および前受金や仕入

債務増加による収入１５２億円があったことなどから、営業活動によるキャッシュ・フ

ローは３３２億円の収入（前中間期比４億円の収入増）となりました。 

    

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞    

当中間期も、前期に引き続き競争優位事業拡大や事業競争力の強化のための有形固定

資産の取得２８４億円、無形固定資産の取得３１億円を実施した一方で、有形固定資産

の売却による収入３０億円や連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入２６

億円があったことなどから、投資活動によるキャッシュ・フローは２７５億円の支出（前

中間期比２１億円の支出減）となりました。 

    

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞    

当中間期は、社債、借入金などの有利子負債収支が７６億円の支出となったことや、

親会社による配当の支払い５６億円などがあったため、財務活動によるキャッシュ・フ

ローは１３７億円の支出（前中間期比５５億円の支出減）となりました。 
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③③③③    通期の見通し通期の見通し通期の見通し通期の見通し    

引き続き設備投資については案件ごとに厳選の上実施するとともに、グループファイ

ナンスの活用、経費・在庫削減の実施などにより、一層の資金効率化に努め、事業活動

からのフリー・キャッシュ・フローは黒字を維持する見込みです。 

一方、今年度は、中期経営計画「ＩＳＨＩＮ－０５」の最終年度であり、事業基盤の強化・

拡大に向けて、重点領域への戦略投資をタイムリーに実施し“成長へのギアチェンジ”を

図っていきます。財務活動については、当社グループを取り巻く金融情勢に機動的に対応し、

金融機関借入、社債、コマーシャル・ペーパーなど多様な調達手段により、引き続き安定的

で低コストの資金調達を行います。 

 

④④④④    キャッシュ・フロー指標のトレンドキャッシュ・フロー指標のトレンドキャッシュ・フロー指標のトレンドキャッシュ・フロー指標のトレンド    

 平成14年3月期 平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成17年9月期 

株主資本比率(%) ４１.６ ３３.６  ３６.１  ４０.３  ４１.６

時価ベースの株主 

資本比率(%) 
４８.９ ３５.７   ６８.５   ５８.２   ６６.５

債務償還年数（年） ４.６ ３.８   ２.３   ２.５   －

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ 
１２.４ １５.２   ２６.５   ２５.２   １８.０

（注）株主資本比率：株主資本／総資産 

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー（中間期は記載しておりません） 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※ 株式時価総額は、中間期末（期末）株価終値×中間期末（期末）発行済株式数（自己株式控除

後）により算出しています。 

※ 営業キャッシュ・フローは（中間）連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシ

ュ・フローを使用しています。また、利払いについては、（中間）連結キャッシュ・フロー計

算書の利息の支払額を使用しています。 

 

（３）事業等のリスク（３）事業等のリスク（３）事業等のリスク（３）事業等のリスク    

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及

ぼす可能性があると考えられる主な事項を下記の通り記載します。なお、当社グループ

は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応

に最大限の努力をする所存です。 

下記事項には、将来に関するものが含まれますが、当該事項は本中間決算発表日現在
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において判断したものであり、事業等のリスクはこれらに限られるものではありません。 

 

ⅰ．原油・ナフサの市況変動ⅰ．原油・ナフサの市況変動ⅰ．原油・ナフサの市況変動ⅰ．原油・ナフサの市況変動 

当社グループにおいて、石油化学事業を中心に、原油・ナフサなどの価格の変動を

タイムリーに製品価格に反映できず、そのスプレッドを十分確保することができなか

った場合、原油・ナフサなどの市況変動が当社グループの業績及び財務状況に影響を

与える可能性があります。    

ⅱ．為替レートの変動ⅱ．為替レートの変動ⅱ．為替レートの変動ⅱ．為替レートの変動    

当社グループ海外事業の現地通貨建ての項目は、換算時の為替レートにより円換算

後の価値が影響を受ける可能性があります。また、当社グループは、通貨変動に対す

るヘッジ等を通じて、短期的な為替の変動による影響を最小限に止める措置を講じて

いますが、短期及び中長期の予測を超えた為替変動が当社グループの業績及び財務状

況に影響を与える可能性があります。 

ⅲ．退職給付債務ⅲ．退職給付債務ⅲ．退職給付債務ⅲ．退職給付債務    

当社グループの退職年金資産運用の結果が前提条件と異なる場合、その影響額（数理

計算上の差異）はその発生の翌事業年度に１年間で費用処理することとしています。年

金資産の運用利回りの悪化や超低金利の長期化による割引率の低下等が、当社グループ

の翌事業年度の業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。また、退職給付

制度の変更により未認識の過去勤務債務が発生する可能性があります。 

ⅳ．海外での事業活動ⅳ．海外での事業活動ⅳ．海外での事業活動ⅳ．海外での事業活動    

 海外での事業活動には、通常、予期しない法律や規制の変更、産業基盤の脆弱性、人

材の採用・確保の困難等、経済的に不利な要因の存在または発生、テロ・戦争・その他

の要因による社会的または政治的混乱等のリスクが存在します。こうしたリスクが顕在

化することによって、当社グループの海外での事業活動に支障が生じ、当社グループの

業績及び将来計画に影響を与える可能性があります。 

ⅴ．住宅関連税制及ⅴ．住宅関連税制及ⅴ．住宅関連税制及ⅴ．住宅関連税制及び金利の動向び金利の動向び金利の動向び金利の動向    

 当社グループの住宅事業は、国内の住宅取得に関連する税制及び金利動向の影響を受

けます。住宅関連税制や消費税及び金利の動向が住宅事業に影響を及ぼし、当社グルー

プの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

ⅵ．エレクトロニクス関連事業の収益力ⅵ．エレクトロニクス関連事業の収益力ⅵ．エレクトロニクス関連事業の収益力ⅵ．エレクトロニクス関連事業の収益力    

 当社グループのエレクトロニクス関連事業は、業界特性として市況の変化が激しいた

め、比較的短期間に収益力が大きく低下し、当社グループの業績及び財務状況に影響を

与える可能性があります。当社グループの商品は、世代交替の早い先端のエレクトロニ

クス製品の部品または材料として、タイムリーに開発・提供していく必要があり、開発

遅延や、想定外の需要変動があった場合に、当社グループの業績及び財務状況に悪影響

を与える可能性があります。 
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ⅶ．医療用医薬品・医療機器事業の環境ⅶ．医療用医薬品・医療機器事業の環境ⅶ．医療用医薬品・医療機器事業の環境ⅶ．医療用医薬品・医療機器事業の環境    

当社グループの医療用医薬品事業及び医療機器事業において、政府の医療費抑制策や

その他の制度改定などによって大きな影響を受ける可能性や、予想できない副作用や不

具合によって大きな問題が発生する可能性があります。医療用医薬品の場合、日本国内

における再審査によって承認が取り消される可能性や後発品の参入により競争が激化

する可能性があります。開発中の新薬や新医療機器の場合は、医薬品や医療機器として

の認可を受けられない可能性、または想定ほど市場に受け入れられない可能性や想定し

ていた薬価が得られない可能性もあります。これらのリスクが顕在化した場合には、当

社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

ⅷ．産業事故・自然災害ⅷ．産業事故・自然災害ⅷ．産業事故・自然災害ⅷ．産業事故・自然災害    

当社グループの工場等において、万一大きな産業事故災害や自然災害が発生した場合

には、それに伴って生ずる社会的信用の失墜や、補償などを含む産業事故災害への対策

費用、また、生産活動の停止による機会損失及び顧客に対する補償などによって、当社

グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。 

ⅸ．知的財産・製造物責任（ＰＬ）・法規制等ⅸ．知的財産・製造物責任（ＰＬ）・法規制等ⅸ．知的財産・製造物責任（ＰＬ）・法規制等ⅸ．知的財産・製造物責任（ＰＬ）・法規制等    

当社グループの事業運営上において、知的財産に係わる紛争が将来生じ、当社グルー

プに不利な判断がなされたり、製品の欠陥に起因して大規模な製品回収や損害賠償につ

ながるリスクが現実化し、これを保険により填補できない事態が生じたり、当社グルー

プが事業展開している各国の法規制により事業活動が制限されたりする可能性があり

ます。これらのリスクが顕在化する場合には、当社グループの業績及び財務状況に悪影

響を与える可能性があります。 

ⅹ．貸倒れリスクⅹ．貸倒れリスクⅹ．貸倒れリスクⅹ．貸倒れリスク    

 当社グループ取引先の信用不安により予期せぬ貸倒れリスクが顕在化し、追加的な損

失や引当の計上が必要となる場合には、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与

える可能性があります。 

 

 

以 上 

 

＊本資料には、発表日現在の将来に関する前提や見通し、計画に基づく予想が含まれ

ています。上記の見通しや予想と実際の業績の間には、今後の様々な要因によって

大きく差異が発生する可能性があります。 
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４．中間連結財務諸表等
中　間　連  結  損  益  計  算  書 

(平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日)

  科           目 当中間期 前中間期 増 減 金 額 前同 前 　　 期
金　　額 百分比 金　　額 百分比 期比 金　　額 百分比

 営  業  収  益 百万円 百万円 百万円 百万円

営 売 上 高 718,458 100.0% 659,274 100.0%  59,184 9.0% 1,377,697 100.0%
業
損  営  業  費  用

経 益 売 上 原 価 541,146 75.3% 478,192 72.5%  62,954 13.2% 1,010,526 73.4%
の 販売費及び一般管理費 129,853 18.1% 125,974 19.1%  3,879 3.1% 251,362 18.2%
部 （ 計 ） ( 670,999 ) ( 604,166 ) (  66,833 ) ( 1,261,888 )

常

営 業 利 益 47,459 6.6% 55,109 8.4% △ 7,650 -13.9% 115,809 8.4%
損  営  業  外  収  益

受取利息 及び 配当金 1,672 1,435  237 2,286
営 持分法による投資利益 658 1,249 △ 591 2,617

益 業 雑 収 益 2,459 2,659 △ 200 5,704
外 （ 計 ） ( 4,790 ) 0.7% ( 5,343 ) 0.8% ( △ 553 ) ( 10,607 ) 0.8%
損

の 益  営  業  外  費  用
の 支 払 利 息 1,736 1,921 △ 185 3,648
部 雑 損 失 3,268 3,206  62 9,892

部 （ 計 ） ( 5,004 ) 0.7% ( 5,127 ) 0.8% ( △ 123 ) ( 13,540 ) 1.0%

営 業 外 損 益 損 214 益 216 損 430 損 2,933

経     常     利     益 47,244 6.6% 55,325 8.4% △ 8,081 -14.6% 112,876 8.2%
 特  別  利  益

投資有価証券売却益 － 1,877 △ 1,877 3,373
特 固 定 資 産 売 却 益 264 719 △ 455 1,016

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 61 4 57 411
別 （ 計 ） ( 325 ) 0.0% ( 2,599 ) 0.4% ( △ 2,274 ) ( 4,800 ) 0.3%

損  特  別  損  失
投資有価証券売却損 521 － 521 －

益 投資有価証券評価損 235 287 △ 52 429
固 定 資 産 処 分 損 1,163 4,900 △ 3,737 8,569

の 減 損 損 失 3,799 － 3,799 －
訴 訟 和 解 金 － － － 2,617

部 構 造 改 善 費 用 1,229 11,611 △ 10,382 14,921
（ 計 ） ( 6,948 ) 1.0% ( 16,797 ) 2.6% ( △ 9,849 ) ( 26,535 ) 1.9%

特     別     損     益 損 6,622 損 14,198 益 7,576 損 21,735

税金等調整前中間(当期)純利益 40,622 5.6% 41,126 6.2% △ 504 -1.2% 91,141 6.6%

16,369 2.3% 11,339 1.7%  5,030 29,244 2.1%
△ 1,309 -0.2% 2,529 0.4% △ 3,838 4,760 0.4%

損 148 -0.0% 損 369 -0.0% 益 221 損 682 -0.0%

25,413 3.5% 26,889 4.1% △ 1,476 -5.5% 56,454 4.1%

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

少 数 株 主 損 益

法 人 税 等 調 整 額

－ 連19 －
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中　間　連  結  貸  借  対  照  表
(平成 １７年 ９月 ３０日 現在 )

科       目 当中間期 前   　 期 増減金額 前中間期

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

  （ 資 産 の 部 ） 百万円 百万円 百万円 百万円

 流  動  資  産 611,481 46.9% 589,719 46.4% 21,762 571,459 45.4%

現 金 及 び 預 金 60,659 68,279 △ 7,620 56,812

受取手形及び売掛金 259,174 252,210 6,964 250,124

有 価 証 券 200 307 △ 107 159

棚 卸 資 産 213,875 202,521 11,354 201,718

繰 延 税 金 資 産 24,063 25,669 △ 1,606 22,769

そ の 他 54,863 42,208 12,655 41,966

貸 倒 引 当 金 △ 1,352 △ 1,477 125 △ 2,089

 固  定  資  産 693,027 53.1% 680,338 53.6% 12,689 686,445 54.6%

有 形 固 定 資 産 417,909 419,969 △ 2,060 424,535

建 物 及 び 構 築 物 156,502 155,667 835 155,975

機械装置及び運搬具 175,321 174,754 567 179,355

土 地 55,716 59,912 △ 4,196 60,303

建 設 仮 勘 定 15,173 14,601 572 14,015

そ の 他 15,197 15,035 162 14,887

無 形 固 定 資 産 33,962 36,411 △ 2,449 37,658

連 結 調 整 勘 定 5,850 5,974 △ 124 6,099

そ の 他 28,111 30,437 △ 2,326 31,559

投資その他の資産 241,156 223,958 17,198 224,252

投 資 有 価 証 券 208,078 189,894 18,184 179,689

長 期 貸 付 金 3,317 2,992 325 2,599

繰 延 税 金 資 産 10,062 10,452 △ 390 19,702

そ の 他 21,709 22,643 △ 934 24,324

貸 倒 引 当 金 △ 2,010 △ 2,023 13 △ 2,062

資   産   合   計 1,304,508 100.0% 1,270,057 100.0% 34,451 1,257,904 100.0%

－ 連20 －



（旭化成株式会社） [連結]

中　間　連  結  貸  借  対  照  表
(平成 １７年 ９月 ３０日 現在 )

（負債、少数株主持分及び資本の部）

科       目 当中間期 前   　 期 増 減 金 額 前中間期

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

百万円 百万円 百万円 百万円

（ 負 債 の 部 ） ( 755,670 ) 57.9% ( 751,979 ) 59.2% ( 3,691 ) ( 771,119 ) 61.3%

 流  動  負  債 409,472 31.4% 403,022 31.7% 6,450 392,693 31.2%

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 140,755 133,917 6,838 138,427

短 期 借 入 金 40,154 31,360 8,794 34,925

一 年 以 内 償 還 予 定 社 債 22,000 31,000 △ 9,000 24,000

未 払 法 人 税 等 11,947 10,405 1,542 8,607

未 払 費 用 90,709 98,759 △ 8,050 83,122

前 受 金 58,447 50,053 8,394 61,461

そ の 他 45,460 47,527 △ 2,067 42,151

 固  定  負  債 346,198 26.5% 348,956 27.5% △ 2,758 378,426 30.1%

社 債 104,000 107,000 △ 3,000 124,000

長 期 借 入 金 77,320 79,246 △ 1,926 81,077

繰 延 税 金 負 債 12,027 8,964 3,063 7,841

退 職 給 付 引 当 金 133,680 134,805 △ 1,125 146,917

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 753 760 △ 7 672

預 り 保 証 金 18,034 17,806 228 17,505

そ の 他 383 376 7 414

（ 少数株主持分 ） ( 6,773 ) 0.5% ( 6,352 ) 0.5% ( 421 ) ( 5,989 ) 0.5%

 少 数 株 主 持 分 6,773 0.5% 6,352 0.5% 421 5,989 0.5%

（ 資 本 の 部 ） ( 542,064 ) 41.6% ( 511,726 ) 40.3% ( 30,338 ) ( 480,796 ) 38.2%

 資 本 金 103,389 7.9% 103,389 8.1% － 103,389 8.2%

 資 本 剰 余 金 79,427 6.1% 79,423 6.3% 5 79,401 6.3%

 利 益 剰 余 金 315,200 24.2% 295,594 23.2% 19,606 272,340 21.6%

 再 評 価 積 立 金 966 0.1% 966 0.1% － 966 0.1%

 土地再評価差額金 －     - % －     - % － 100 0.0%

 その他有価証券評価差額金 63,444 4.9% 54,704 4.3% 8,740 46,948 3.7%

 為替換算調整勘定 △ 3,262 -0.3% △ 5,379 -0.4% 2,117 △ 5,578 -0.4%

 自  己  株  式 △ 17,099 -1.3% △ 16,969 -1.3% △ 130 △ 16,770 -1.3%

負 債、少数株主持分
及 び 資 本 合 計 1,304,508 100.0% 1,270,057 100.0% 34,451 1,257,904 100.0%

－ 連21 －



（旭化成株式会社） [連結]

中　間　連　結　剰　余　金　計　算　書
（平成１７年４月１日～平成１７年９月３０日）

当中間期 　 前中間期 前　　期

百万円 百万円 百万円

（資本剰余金の部）

１．資本剰余金期首残高 79,423 79,396 79,396

２．資本剰余金増加高

(1) 自 己 株 式 処 分 差 益 5 5 26 

３．資本剰余金中間期末（期末）残高 79,427 79,401 79,423

（利益剰余金の部）

１．利益剰余金期首残高 295,594 249,820 249,820

２．利益剰余金増加高

(1) 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 25,413 26,889 56,454

(2) 連 結 子 会 社 の － 38 38

増 加 に 伴 う 増 加 高

３．利益剰余金減少高

(1) 配 当 金 5,602 4,203 9,806
(2) 役 員 賞 与 199 182 182

(3) 連 結 子 会 社 の － 1 1

増 加 に 伴 う 減 少 高

(4) 持 分 法 適 用 会 社 の 6 22 120

増 加 に 伴 う 減 少 高

(5) 持 分 法 適 用 会 社 の － － 611

減 少 に 伴 う 減 少 高

４．利益剰余金中間期末（期末）残高 315,200 272,340 295,594

－ 連22 －



（旭化成株式会社） ［連結］

（平成17年４月１日～平成17年９月30日）

当中間期 前中間期 増減金額 前　期
金　額 金　額 金　額

百万円 百万円 百万円 百万円
Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益 ４０,６２２ ４１,１２６ △５０４ ９１,１４１ 
減価償却費 ３３,４７８ ３４,４０９ △９３１ ７１,５３１ 
連結調整勘定償却額 １２４ １２４ ０ ２４８ 
退職給付引当金の減少額 △１,０２５ △１１,２５２ １０,２２７ △２３,３６５ 
受取利息及び受取配当金 △１,６７２ △１,４３５ △２３７ △２,２８６ 
支払利息 １,７３６ １,９２１ △１８５ ３,６４８ 
持分法による投資利益 △６５８ △１,２４９ ５９１ △２,６１７ 
投資有価証券売却益 － △１,８７７ １,８７７ △３,３７３ 
投資有価証券売却損 ５２１ － ５２１ － 
投資有価証券評価損 ２３５ ２８７ △５２ ４２９ 
固定資産売却益 △２６４ △７１９ ４５５ △１,０１６ 
固定資産処分損 １,１６３ ４,９００ △３,７３７ ８,５６９ 
減損損失 ３,７９９ － ３,７９９ － 
訴訟和解金 － － － ２,６１７ 
売上債権の増加額 △８,７５６ △１３,３１０ ４,５５４ △１５,１１７ 
棚卸資産の増加額 △１１,７６２ △１９,５８４ ７,８２２ △２０,３１７ 
仕入債務の増加額 ６,６９４ １８,０７８ △１１,３８４ １３,０３７ 
未払費用の増減額（減少：△） △６,１８０ ２,８５８ △９,０３８ １８,４８８ 
前受金の増加額 ８,４９６ １１,７０６ △３,２１０ ２２２ 
その他 △２０,２５９ △７,３８５ △１２,８７４ ２,２６６ 
小計 ４６,２９３ ５８,６００ △１２,３０７ １４４,１０４ 
利息及び配当金の受取額 ２,４５１ １,７９２ ６５９ ３,４１３ 
利息の支払額 △１,８４４ △２,１７６ ３３２ △３,８９７ 
訴訟和解金の支払額 － － － △２,６１７ 
法人税等の支払額 △１３,７４７ △２５,５０３ １１,７５６ △４２,７０５ 

営業活動によるキャッシュ・フロー ３３,１５３ ３２,７１３ ４４０ ９８,２９９ 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の増減額（純額） ３１ △２３９ ２７０ ４９ 
有価証券の増減額（純額） ２０ △０ ２０ ２０ 
有形固定資産の取得による支出 △２８,４３８ △３９,３０７ １０,８６９ △７２,４０８ 
有形固定資産の売却による収入 ２,９６０ ６,５２７ △３,５６７ ８,７３３ 
無形固定資産の取得による支出 △３,０９３ △２,５７８ △５１５ △６,２６２ 
投資有価証券の取得による支出 △２,０６１ △６５０ △１,４１１ △１,８８９ 
投資有価証券の売却による収入 ２３５ ３,８１４ △３,５７９ ８,４４０ 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 ２,５６２ － ２,５６２ － 
貸付金の増減額（純額） ５５５ ３,０５０ △２,４９５ ２,２９８ 
その他 △２４４ △１７２ △７２ △１,８２７ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △２７,４７３ △２９,５５６ ２,０８３ △６２,８４５ 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の増減額（純額） ６,４２１ △１,１０８ ７,５２９ △４,４５６ 
長期借入れによる収入 ５１０ ３１１ １９９ １,２６５ 
長期借入金の返済による支出 △２,５２７ △７７０ △１,７５７ △２,８９５ 
社債の発行による収入 － － － ２,０００ 
社債の償還による支出 △１２,０００ △１３,０００ １,０００ △２５,１０４ 
自己株式の取得による支出 △１５１ △１２７ △２４ △４１４ 
自己株式の処分による収入 ２２ ２４ △２ １２９ 
親会社による配当の支払額 △５,５９５ △４,２０３ △１,３９２ △９,８００ 
その他 △３５９ △２６５ △９４ △２８２ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △１３,６８０ △１９,１３７ ５,４５７ △３９,５５７ 
Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 １６１ ７８ ８３ １２２ 
Ⅴ現金及び現金同等物の減少額 △７,８３９ △１５,９０２ ８,０６３ △３,９８１ 
Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 ６８,４５６ ７０,８９８ △２,４４２ ７０,８９８ 
Ⅶ非連結子会社の連結化に伴う増加額 １４２ １,５４０ △１,３９８ １,５４０ 
Ⅷ現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ６０,７５９ ５６,５３５ ４,２２４ ６８,４５６ 

科　　　目

中間連結キャッシュ・フロー計算書

－連23－
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 

１．連結の範囲に関する事項 
 

連結子会社数･････････１０５社 

主要な会社名：旭化成ケミカルズ㈱、旭化成ホームズ㈱、旭化成ファーマ㈱、旭化成せんい㈱、 

旭化成エレクトロニクス㈱、旭化成建材㈱、旭化成ライフ＆リビング㈱等 

（新規）１社 

       （タイ旭化成スパンデックス Co.,Ltd.が連結財務諸表に与える影響が重要となったた

め） 

（除外）２社 

   （旭化成情報システム㈱を当社企業集団外へ一部売却したことに伴い、連結から持分法

に変更したため等） 

 

２．持分法の適用に関する事項 
 

(1)持分法適用の非連結子会社数･･･２７社 

主要な会社名：旭化成メタルズ㈱、旭化成ファインケム㈱等 

    （除外）２社 

       （タイ旭化成スパンデックスCo.,Ltd.が持分法から連結に変更したため等） 
 

(2)持分法適用の関連会社数･･･････２６社 

主要な会社名：旭有機材工業㈱等  

（新規）３社  

（旭化成情報システム㈱を当社企業集団外へ一部売却したことに伴い、連結から持分法

に変更したため等） 

（除外）１社  

（台旭繊維工業有限公司が清算したため） 
 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
 

連結子会社のうち、東西石油化学㈱、アサヒカセイプラスチックス（アメリカ）Inc.、ＡＫ

＆Ｎ（ＵＫ）Ltd.、 アサヒカセイプラスチックス シンガポールPte.Ltd.、杭州旭化成アンロ

ン有限公司、杭州旭化成紡織有限公司、旭化成香港有限公司、旭化成電子材料（蘇州）有限公

司等23社の中間決算日は、平成17年６月30日、㈱キューアサの中間決算日は、平成17年８月

31日である。 

中間連結財務諸表の作成に当たっては、当該中間会計期間にかかる財務諸表を基礎としている

が、中間連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、中間連結財務諸表作成上、必

要な調整が行われている。 
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４．会計処理基準に関する事項 
 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの･･･主として中間期末日前１ヶ月間の市場価格の平均に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主として 

 移動平均法により算定） 

時価のないもの･･･主として移動平均法による原価法 
 

②デリバティブ･･･時価法 
 

③棚卸資産 

主として総平均法による低価法 

（ただし、販売用土地及び住宅については個別法による原価法） 
 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産･･･建物は主として定額法 

 建物以外は主として定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

建物及び構築物    ５～60年 

機械装置及び運搬具  ４～22年 

 

②無形固定資産･･･ソフトウェア（自社利用）については社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法、その他の無形固定資産は定額法 
 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。 
 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上してい

る。 

また、数理計算上の差異は、その発生の翌連結会計年度に１年間で費用処理し、過去勤務

債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10年）による

定額法により費用処理している。 

 

③役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社と一部の連結子会社は内規に基づく必要額を

計上している。 
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(4)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。なお、在外子会社等の資産及び負債と収益及び費用は中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定

に含めている。 
 

(5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっている。 
 

(6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

主として繰延ヘッジ会計を採用している。なお、金利スワップについては、特例処理の要

件を満たしている場合は特例処理を採用している。 
 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段    ヘッジ対象 

為替予約     外貨建金銭債権債務 

通貨スワップ   借入金、支払利息 

金利スワップ   支払利息 
 

③ヘッジ方針 

当社及び一部の連結子会社においては、デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、為

替レートの変動リスク及び金利変動リスクを回避することを目的とする。 
 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその

後も継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することが

できるため、ヘッジ有効性の判定は省略している。 
 

(7)その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 

      消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 
 

②役員賞与の会計処理 

      役員賞与の会計処理は、利益処分方式によっている。 
 

    ③連結納税制度の適用 

      連結納税制度を適用している。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時

引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。 
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

  当中間連結会計期間より、固定資産の減損に係る会計基準(｢固定資産の減損に係る会計基準の

設定に関する意見書｣(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び｢固定資産の減損に係る会計基

準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第６号 平成15年 10月 31 日)を適用している。これによ

り税金等調整前中間純利益は3,799百万円減少している。 

  なお、減損損失累計額については、改正後の中間連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から

直接控除している。 



（旭化成株式会社） [連結]

注記事項

１．中間連結損益計算書に関する事項 （当中間期） （前中間期） （前期）
百万円 百万円 百万円

(1) 販売費及び一般管理費のうち主要な費目の金額

①　運賃・保管料 15,957 16,787 33,637

②　給与・賞与等 43,162 35,424 71,357

③　研究開発費 18,042 19,558 36,445

④　資産賃借料 14,073 15,252 30,069

(2) 減損損失

　当社グループは、事業用資産については管理会計上の区分を基礎として製造工程、地域

性、投資の意思決定範囲等を加味してグルーピングを行っている。遊休資産については個

別の資産単位毎に把握している。

　当中間連結会計期間においては、時価が著しく下落している遊休資産について帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額（3,799百万円）を減損損失として特別損失に計

上している。なお、当資産の回収可能価額は、主として不動産鑑定士による鑑定評価額に

基づく正味売却価額により測定している。

２．中間連結貸借対照表に関する事項 （当中間期） （前期） （前中間期）
百万円 百万円 百万円

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,171,294 1,157,744 1,143,782

 （償却累計率） (77.1%) (77.0%) (76.6%)

(2) 受取手形割引高 235 225 218

(3) 保証債務 16,954 17,044 17,073

　　※上記金額には、他社との共同保証による実質他社負担額も含んでいる。

保証予約 2,687 2,739 3,045

経営指導念書等 27 190 538

３．中間連結キャッシュ・フロー計算書に関する事項

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に

掲記されている科目の金額との関係

（当中間期） （前中間期） （前期）

百万円 百万円 百万円

現金及び預金勘定 60,659 56,812 68,279

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △46 △365 △74

有価証券勘定に含まれるＭＭＦ等 169 89 251

短期借入金に含まれる資金管理 △23 － －

活動に係る当座借越
現金及び現金同等物 60,759 56,535 68,456

－ 連28 －
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セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報

 (1) 当中間期（平成17年４月１日～平成17年９月30日） (単位：百万円）

ケミカルズ ホームズ ファーマ せんい ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 建材
ライフ＆

リビング

ｻｰﾋﾞｽ・

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ等
計

消去又は

全社
連結

　売上高及び営業損益

売　  上    高

 (1) 外部顧客に対する売上高 318,787 185,306 53,577 43,548 48,738 28,391 26,723 13,388 718,458 －        718,458

 (2) セグメント間の内部売上高

     又は振替高 8,008 45 16 1,334 466 5,703 1,872 12,502 29,944 (29,944) －          

計 326,795 185,351 53,593 44,882 49,204 34,093 28,595 25,889 748,402 (29,944) 718,458

営  業  費  用 306,585 176,959 47,989 42,605 40,849 32,261 26,079 24,593 697,921 (26,922) 670,999

営　業　損　益 20,209 8,392 5,604 2,277 8,355 1,832 2,516 1,296 50,481 (3,022) 47,459

 (2) 前中間期（平成16年４月１日～平成16年９月30日） (単位：百万円）

ケミカルズ ホームズ ファーマ せんい ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 建材
ライフ＆

リビング

ｻｰﾋﾞｽ・

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ等
計

消去又は

全社
連結

  売上高及び営業損益

売　  上    高

 (1) 外部顧客に対する売上高 273,596 167,250 52,758 45,651 48,113 30,125 30,458 11,324 659,274 －        659,274

 (2) セグメント間の内部売上高

     又は振替高 6,888 39 4 1,102 388 5,598 2,062 17,641 33,722 (33,722) －          

計 280,484 167,290 52,762 46,753 48,501 35,723 32,519 28,965 692,997 (33,722) 659,274

営  業  費  用 261,444 158,244 45,669 42,615 37,846 34,230 29,602 28,150 637,800 (33,635) 604,166

営　業　損　益 19,040 9,046 7,093 4,138 10,655 1,493 2,917 815 55,196 (88) 55,109

 (3) 前期（平成16年４月１日～平成17年３月31日） (単位：百万円）

ケミカルズ ホームズ ファーマ せんい ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 建材
ライフ＆

リビング

ｻｰﾋﾞｽ・

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ等
計

消去又は

全社
連結

　売上高及び営業損益

売　  上    高

 (1) 外部顧客に対する売上高 570,182 375,755 103,933 91,518 93,025 59,908 59,149 24,228 1,377,697 －        1,377,697

 (2) セグメント間の内部売上高

     又は振替高 14,176 85 35 2,071 708 11,327 4,613 36,447 69,462 (69,462) －          

計 584,357 375,841 103,968 93,590 93,733 71,234 63,762 60,674 1,447,159 (69,462) 1,377,697

営  業  費  用 546,545 346,853 90,611 85,252 76,142 68,667 57,694 57,110 1,328,874 (66,986) 1,261,888

営　業　損　益 37,812 28,988 13,357 8,338 17,591 2,568 6,067 3,564 118,285 (2,476) 115,809

（注）１．営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含まれる配賦不能営業費用は、当中間期が6,987百万円、前中間期が

       　 4,636百万円、前期が10,205百万円である。
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　　　２．事業区分の変更

　　　　　平成17年４月１日にレオナ繊維事業を旭化成せんい㈱から旭化成ケミカルズ㈱に移管したことに伴い、当該事業の

　　　　　「前中間期」及び「前期」における売上高・営業費用・営業損益について、せんいセグメントからケミカルズセグ

　　　　　メントに区分を変更して開示している。

前頁「(2)前中間期」及び「(3)前期」においても当中間期と同じ事業区分、同じ営業費用の配賦方法で作成しているが、従来

区分により表示した「前中間期」及び「前期」のセグメント情報は下表の通りである。

事業区分の変更前

 (1) 前中間期（平成16年４月１日～平成16年９月30日） (単位：百万円）

ケミカルズ ホームズ ファーマ せんい ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 建材
ライフ＆

リビング

ｻｰﾋﾞｽ・

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ等
計

消去又は

全社
連結

  売上高及び営業損益

売　  上    高

 (1) 外部顧客に対する売上高 267,890 167,250 52,758 51,357 48,113 30,125 30,458 11,324 659,274 －        659,274

 (2) セグメント間の内部売上高

     又は振替高 7,107 39 4 1,239 388 5,598 2,062 17,641 34,078 (34,078) －          

計 274,996 167,290 52,762 52,597 48,501 35,723 32,519 28,965 693,352 (34,078) 659,274

営  業  費  用 254,614 158,244 45,669 49,801 37,846 34,230 29,602 28,150 638,156 (33,990) 604,166

営　業　損　益 20,382 9,046 7,093 2,796 10,655 1,493 2,917 815 55,196 (88) 55,109

 (2) 前期（平成16年４月１日～平成17年３月31日） (単位：百万円）

ケミカルズ ホームズ ファーマ せんい ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 建材
ライフ＆

リビング

ｻｰﾋﾞｽ・

ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ等
計

消去又は

全社
連結

　売上高及び営業損益

売　  上    高

 (1) 外部顧客に対する売上高 557,439 375,755 103,933 104,261 93,025 59,908 59,149 24,228 1,377,697 －        1,377,697

 (2) セグメント間の内部売上高

     又は振替高 14,604 85 35 2,384 708 11,327 4,613 36,447 70,203 (70,203) －          

計 572,042 375,841 103,968 106,645 93,733 71,234 63,762 60,674 1,447,900 (70,203) 1,377,697

営  業  費  用 531,289 346,853 90,611 101,249 76,142 68,667 57,694 57,110 1,329,615 (67,727) 1,261,888

営　業　損　益 40,753 28,988 13,357 5,397 17,591 2,568 6,067 3,564 118,285 (2,476) 115,809

（注）　営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含まれる配賦不能営業費用は、前中間期が4,636百万円、前期が10,205

　　　　百万円である。
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２．所在地別セグメント情報

 (1) 当中間期（平成17年４月１日～平成17年９月30日）

　   全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、

　　 記載を省略している。

 (2) 前中間期（平成16年４月１日～平成16年９月30日）

　   全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、

　　 記載を省略している。

 (3) 前期（平成16年４月１日～平成17年３月31日）

　   全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、

　　 記載を省略している。

３．海外売上高

 (1) 当中間期（平成17年４月１日～平成17年９月30日） (単位：百万円）

東アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高 105,055 71,267 176,322

Ⅱ　連結売上高 718,458

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合 14.6% 9.9% 24.5%

（注）　１．国又は地域の区分は地理的近接度による。

　　　　２．各区分に属する主な国又は地域

　　　東アジア ：中国（香港を含む）、韓国、台湾

　　　その他の地域 ：上記以外の東南アジア・アメリカ・ヨーロッパ等の地域

　　　　３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

 (2) 前中間期（平成16年４月１日～平成16年９月30日） (単位：百万円）

東アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高 92,667 59,397 152,064

Ⅱ　連結売上高 659,274

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合 14.1% 9.0% 23.1%

 (3) 前期（平成16年４月１日～平成17年３月31日） (単位：百万円）

東アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高 187,017 122,787 309,804

Ⅱ　連結売上高 1,377,697

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合 13.6% 8.9% 22.5%

リース取引関係
　　　ＥＤＩＮＥＴによる開示を行なうため記載を省略している。
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有価証券

Ⅰ　当中間期（平成17年９月30日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

中 間 連 結
取 得 原 価 貸 借 対 照 表 差 額

計 上 額

（１）株 式 39,779 146,099 106,320
（２）債 券

国 債 ・ 地 方 債 等 24 24 －

合 計 39,803 146,123 106,320

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 （単位：百万円）

中 間 連 結
貸 借 対 照 表
計 上 額

そ の 他 有 価 証 券
出資証券 10,005
店頭売買有価証券を除く非上場株式 7,470

Ⅱ　前期（平成17年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

取 得 原 価 連結貸借対照表 差 額
計 上 額

（１）株 式 39,282 131,112 91,830
（２）債 券

国 債 ・ 地 方 債 等 88 88 0

合 計 39,370 131,200 91,830

（注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式について11百万円の減損処理を行っ
ており、当該金額は取得原価から控除している。

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 （単位：百万円）

連結貸借対照表
計 上 額

そ の 他 有 価 証 券
出資証券 10,005
店頭売買有価証券を除く非上場株式 7,625
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Ⅲ　前中間期（平成16年９月30日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

中 間 連 結
取 得 原 価 貸 借 対 照 表 差 額

計 上 額

（１）株 式 39,228 118,037 78,809
（２）債 券

国 債 ・ 地 方 債 等 93 93 △0

合 計 39,321 118,130 78,809

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 （単位：百万円）

中 間 連 結
貸 借 対 照 表
計 上 額

そ の 他 有 価 証 券
出資証券 10,005
店頭売買有価証券を除く非上場株式 7,756
非上場外国債券 2,000

デリバティブ取引

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行なうため記載を省略している。
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５．受注及び販売の状況

１．住宅事業の受注状況

当中間期 前中間期
(17.4.1～17.9.30） (16.4.1～16.9.30）

億円 億円
受 注 高 1,504 1,531 3,018

受 注 残 高 3,204 3,332 3,101

（注）　受注高・受注残高は請負事業のみ

２．販売実績

当中間期 前中間期 前　期
事　業　分　野 (17.4.1～17.9.30） (16.4.1～16.9.30） 増減金額 増減率 (16.4.1～17.3.31）

金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

ケ ミ カ ル ズ 318,787 44.4 273,596 41.5 45,191 16.5 570,182 41.4 
ホ ー ム ズ 185,306 25.8 167,250 25.4 18,056 10.8 375,755 27.3 
フ ァ ー マ 53,577 7.4 52,758 8.0 819    1.6  103,933 7.5 
せ ん い 43,548 6.1 45,651 6.9 △ 2,103  △ 4.6  91,518 6.7 
エ レ ク ト ロ ニ ク ス 48,738 6.8 48,113 7.3 625    1.3  93,025 6.8 
建 材 28,391 3.9 30,125 4.6 △ 1,734  △ 5.8  59,908 4.3 
ラ イ フ ＆ リ ビ ン グ 26,723 3.7 30,458 4.6 △ 3,735  △ 12.3 59,149 4.3 
サービス・エンジニアリング等 13,388 1.9 11,324 1.7 2,064  18.2 24,228 1.7 

合    計 718,458 100.0 659,274 100.0 59,184 9.0  1,377,697 100.0 

（注）事業区分の変更

　平成17年４月１日にレオナ繊維事業を旭化成せんい㈱から旭化成ケミカルズ㈱に移管したことに伴い、当該事業の

　「前中間期」及び「前期」における販売実績について、せんいセグメントからケミカルズセグメントに区分を変

　更して開示している。

前　期
(16.4.1～17.3.31）

億円

－連34－
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＜平成１７年９月期　参考資料＞ 平成17年11月8日

１．主要決算数値（連結）
当中間期 前中間期 増減率

億円 億円 億円 ％

売 上 高 7,185 6,593 592 9.0
営 業 利 益 475 551 -77 -13.9
経 常 利 益 472 553 -81 -14.6
中 間 純 利 益 254 269 -15 -5.5
総 資 産 13,045 12,579
株 主 資 本 5,421 4,808
１ 株 当 た り 円 円
中 間 純 利 益 18.15 19.20
１ 株 当 た り 円 円
株 主 資 本 387.16 343.25
総 資 産 中 間 純 利 益 率 ％ ％

（　Ｒ  Ｏ  Ａ  ） 3.9 4.3
株主資本中間純利益率 ％ ％

（　Ｒ  Ｏ  Ｅ  ） 9.6 11.5
Ｄ ／ Ｅ レ シ オ 0.45 0.55
１株当たり中間配当金

（注）　・億円未満は四捨五入

　　　　・ＲＯＡ、ＲＯＥは年率換算したもの

２．主要項目の状況（連結）
当中間期 前中間期 当期（当期末）予想

設 備 投 資 額 （ 有 形 ） 301 億円 299 億円 645 億円
設 備 投 資 額 （ 無 形 ） 31 億円 25 億円 60 億円
減 価 償 却 実 施 額 335 億円 344 億円 690 億円
有 利 子 負 債 残 高 2,437 億円 2,642 億円 2,320 億円
金 融 収 支 △ 1 億円 △ 6 億円 △ 11 億円
（内　受取配当金） (15) 億円 (12) 億円 (18) 億円
研 究 開 発 費 254 億円 249 億円 530 億円
期 末 人 員 23,219 人 25,322 人
（注） 減価償却実施額は有形と無形の合計額

３．その他項目

当中間期 前中間期 下期予想

ナ フ サ 価 格 38,000 30,200 47,000 国産ナフサ(円／kl)

為 替 レ ー ト 110 110 110 相場平均(円／＄)

４．連結対象範囲

当中間期 前期 増減数

連 結 子 会 社 数 105 106 -1
持 分 法 適 用 会 社 数 53 53 0
合 計 158 159 -1

５　円 ４　円

増減額
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＜平成１７年９月期　参考資料＞ 平成17年11月8日

５．セグメント別売上高および営業損益

（１）連結売上高        （億円）

当中間期 増減額 増減率 当期予想

％

ケミカルズ 3,188 2,736 452 16.5 6,600 5,702

ホームズ 1,853 1,673 181 10.8 4,000 3,758

ファーマ 536 528 8 1.6 1,100 1,039

せんい 435 457 -21 -4.6 940 915

エレクトロニクス 487 481 6 1.3 1,000 930

建材 284 301 -17 -5.8 580 599

ライフ＆リビング 267 305 -37 -12.3 530 591

サービス・エンジニアリング等 134 113 21 18.2 250 242

合計 7,185 6,593 592 9.0 15,000 13,777

（２）連結営業損益　（カッコ内の数字は数理計算上の差異償却額（内数））        （億円）

当中間期 増減額 増減率 当期予想

％

ケミカルズ (9) 202 (25) 190 12 6.1 (15) 375 (58) 378

ホームズ (6) 84 (16) 90 -7 -7.2 (12) 290 (34) 290

ファーマ (1) 56 (11) 71 -15 -21.0 (2) 115 (24) 134

せんい (3) 23 (8) 41 -19 -45.0 (6) 45 (19) 83

エレクトロニクス (0) 84 (5) 107 -23 -21.6 (-0) 175 (11) 176

建材 (0) 18 (7) 15 3 22.7 (0) 35 (15) 26

ライフ＆リビング (1) 25 (4) 29 -4 -13.7 (2) 55 (9) 61

サービス・エンジニアリング等 (-) 13 (0) 8 5 59.0 (-) 30 (0) 36

合計 (23) 505 (76) 552 -47 -8.5 (38) 1,120 (169) 1,183

消去又は全社 (1) △ 30 (17) △ 1 -29 － (3) △ 70 (33) △ 25

連結営業損益 (24)
475

(92)
551 -77 -13.9

(40)
1,050

(202)
1,158

＊　当中間期より、レオナ繊維事業を「せんい」セグメントから「ケミカルズ」セグメントに移管したため、

　　前中間期及び前期の連結売上高及び連結営業損益はその影響分を組み替えて表記している。

※連結営業損益　増減要因        （億円）

うち為替因 コスト差等 小計

ケミカルズ 34 208 -4 -215 27 -15 12

ホームズ -10 68 0 -54 4 -10 -7

ファーマ 13 -8 0 -10 -5 -10 -15

せんい 2 -7 -1 -9 -14 -5 -19

エレクトロニクス 4 -5 1 -17 -18 -5 -23

建材 -8 8 0 10 10 -6 3

ライフ＆リビング 0 0 0 -2 -2 -2 -4

サービス・エンジニアリング等 7 0 0 -2 5 0 5

消去又は全社 － － － -14 -14 -15 -29

合計 42 264 -4 -313 -8 -68 -77

前中間期

前中間期

前期

前期

数量差 売値差 計
数理計算上の

差異償却額

－参考２－
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６．連結キャッシュ・フロー計算書 　　（億円）

当中間期 前中間期

営業活動によるキャッシュ・フロー① 332 327
投資活動によるキャッシュ・フロー② △ 275 △ 296
フリー・キャッシュ・フロー③（①＋②） 57 32
財務活動によるキャッシュ・フロー④ △ 137 △ 191
現金及び現金同等物に係る換算差額⑤ 2 1
現金及び現金同等物の減少額⑥（③＋④＋⑤） △ 78 △ 159
現金及び現金同等物の期首残高⑦ 685 709
非連結子会社の連結化に伴う増加額⑧ 1 15
現金及び現金同等物の中間期末残高（⑥＋⑦＋⑧） 608 565

７．有利子負債残高（連結） （億円）

当中間期 前期 前中間期

短期借入金 402 314 349
長期借入金 773 792 811
社債 1,260 1,380 1,480
割引手形 2 2 2
合計 2,437 2,488 2,642

８．当期の業績予想

（連結）

17年度(予想) 16年度(実績) 増減額 増減率

億円 億円 億円 ％

売 上 高 15,000 13,777 1,223 8.9

営 業 利 益 1,050 1,158 -108 -9.3

経 常 利 益 1,030 1,129 -99 -8.7

当 期 純 利 益 590 565 25 4.5

（単独）

17年度(予想) 16年度(実績)

億円 億円

営 業 収 益 410 303

営 業 利 益 265 199

経 常 利 益 270 203

当 期 純 利 益 290 182

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 １０円 ８円

以　上

平成17年11月8日

－参考３－
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